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午後２時００分開会 

 

【会  長】それでは、ただいまより令和３年度第６回新宿区情報公開・個人情報保護審議会

を開会いたします。議事に入る前に、本日の資料について事務局から確認をお願いいたします。 

【区政情報課長】皆様、本日もよろしくお願いいたします。まず、事前にお送りをした資料で

ございますけれども、資料２５から資料３１までの７点の資料、そして、「情報セキュリティ

アドバイザー意見一覧」、こちらを事前にお送りをさせていただきました。 

 また、本日机上配付といたしまして、資料２６－２、資料２７－３及び資料２７－４を置か

せていただきました。資料に修正が発生したため、本日差替え版ということで机上に置かせて

いただいております。申し訳ございませんでした。 

 次に、次第をご覧いただきたいと思います。本日、説明の都合上、議事の（６）、資料３０

と（７）、資料３１、こちらの順番を入れ替えてご説明をさせていただきたいと思います。 

よろしくお願いします。 

 各案件の資料につきましては、それぞれ説明の際に担当課長より確認をさせていただきます。 

 私からは以上です。会長、よろしくお願いします。 

【会  長】それでは議題に入り、審議を進めてまいります。説明される方は資料の要点を説

明した上で、必要に応じて補足を加えるようにお願いします。 

 まず、資料２５「東京共同電子申請・届出サービスの利用に係る外部結合等について（手続

の追加）」であります。それでは、説明をされる方は資料を確認の上、ご説明をお願いいたし

ます。 

【行政管理課長】行政管理課長の原田でございます。様々な課にまたがりますので、私のほう

で一括して説明をさせていただきます。 

 まず、資料の確認をお願いいたします。資料につきましては、資料２５の「諮問・報告事項」

に加えまして、資料２５－１「追加手続一覧」、資料２５－２「東京共同電子申請・届出サー

ビスに係る個人情報の流れ」、参考２５－１「各手続の概要」、こちら４点を準備させていただ

いております。 

 それでは、説明資料に沿って、ご説明を始めさせていただきます。資料２５の２ページをご

覧ください。事業の内容でございます。 

 区では平成１６年度から、東京都及び都内区市町村で構成される東京電子自治体共同運営協

議会が提供する「東京共同電子申請・届出サービス」を活用し、住民票の写しの交付請求や乳
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幼児・子ども医療証の申請などの手続をオンラインで受けているところでございます。現在 

７０手続をこちらで受け付けております。 

 このたび、新たに資料２５－１にございますが、こちらの手続を追加することで、さらなる

区民の利便性の向上を図ることとしたいと考えております。 

 ２番の「本審議会への付議内容」でございます。 

 まず１点目といたしまして、外部結合でございます。既に外部結合を行っている「東京共同

電子申請・届出サービス」において、手続の追加を行います。 

 続きまして、システム改修の業務委託でございます。資料２５－１をご覧いただければと思

います。今回手続を追加する一覧でございます。こちらにつきましては、事業の分類、また、

追加いたします手続名、担当課、そして、取り扱う個人情報項目を記載しております。 

 例えば１つ目でございますが、「広報新宿区民のひろば」への掲載申請につきましては、担

当課は区政情報課でございまして、取り扱う個人情報項目は、氏名、フリガナ、電話番号、Ｆ

ＡＸ番号、メールアドレスとなっております。 

以下、追加手続でございますが、こちらの２番以降、「安全推進地域活動重点地区への重点

地区指定申出・変更・解除の申請」などの手続を今回追加したいと考えているところでござい

ます。こちらの内容といたしましては、イベントの申込みや各種行政手続の申請といったとこ

ろの、現在紙で受け付けている申請の手続を電子申請でも受け付けるといった内容でございま

す。 

 続きまして、参考の２５－１をご覧いただければと思います。こちらにつきましては、追加

手続の各手続の概要、事業内容を記載しているところでございます。こちらの手続の受付に当

たりまして、先ほど説明したとおり、電子申請を受けられるようにするといったところでござ

います。 

 恐れ入りますが、説明文章の３ページをご覧いただければと思います。こちらにつきまして

は、外部結合についての内容でございます。 

 登録業務の名称につきましては、先ほどご説明いたしました資料２５－１のとおりでござい

ます。 

 続きまして、結合される情報項目、こちらにつきましても２５－１のとおりでございます。 

 結合の相手方につきましては、東京電子自治体共同運営協議会でございます。 

 結合する理由につきましては、こちらの４行目以降でございますが、申請者は窓口に来庁す

ることなく、２４時間申請手続が可能となり、区民の利便性向上を図ることができるためでご
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ざいます。 

 結合の形態につきましては、ＬＧＷＡＮ回線を利用して東京電子自治体共同運営センターの

サーバーと区のイントラネット端末を接続するものでございます。 

 結合の開始時期につきましては、令和３年１２月１日からでございます。 

 情報保護対策、まず運用上の対策につきましては、東京電子自治体共同運営協議会策定の情

報セキュリティポリシー、新宿区個人情報保護条例及び新宿区情報セキュリティポリシーを遵

守するものでございます。 

 また、システム上の対策につきましては、行政専用のＬＧＷＡＮ回線を利用し、特定相手以

外の通信は不可とするなどでございます。なお、詳しくは資料２に少し図示しておりますので、

資料２５－２をご覧いただければと思います。 

 こちらは電子申請サービスにおけます個人情報の流れでございます。まず、申請者である区

民の方々については、パソコンやスマートフォンから、専用サイトからの申請でございますが、

通信が暗号化されたところで、インターネット回線でございますが、専用サイトからの申請と

いったところでまず申請をしていただきます。このデータにつきましては、東京電子自治体共

同運営センターの受託者である富士通株式会社のところに、こちらのデータが届くといった形

になります。 

 その後、申請到達メールが区のほうに通知といった形になりますが、こちらはＬＧＷＡＮ回

線で到達するといった形になります。そのメールが区のほうに到達いたしましたら、区のほう

から申請内容の確認、申請受付処理といったところが東京共同電子申請・届出サービスのとこ

ろを介しまして、区民の方々にその通知が届くといった形になります。そして、区としては申

請者情報を、ＬＧＷＡＮ回線を通じてダウンロードするといった形になります。こちらについ

てもＬＧＷＡＮ回線を通じてダウンロードするといった形になります。 

 それぞれ、こちらの黄色の枠組みの中で情報保護対策を様々記載させていただいております

が、例えば不正侵入検知・通知・遮断、こういったファイアウォールなどの対策をすることに

よって、個人情報について守っているといった対策をさせていただいているところでございま

す。 

 恐れ入りますが、資料２５にお戻りいただければと思います。続きまして、５ページをご覧

いただければと思います。５ページにつきましては、業務委託についてのご説明でございます。 

 登録業務の名称につきましては、先ほどご説明した資料２５－１のとおりでございます。 

 委託先につきましては、富士通株式会社でございます。 
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 委託に伴い事業者に処理させる情報項目、こちらにつきましても資料２５－１のとおりでご

ざいます。 

 委託理由につきましては、届出サービスにつきましては東京電子自治体共同運営協議会がシ

ステムを構築しておりまして、このシステムの構築自体を富士通株式会社が行っていることか

ら、富士通株式会社へ委託を行っているといったところでございます。 

 委託の内容につきましては、東京電子自治体共同運営協議会が提供する「東京共同電子申

請・届出サービス」の運用管理でございます。 

 委託の開始につきましては、令和３年１２月１日から令和４年３月３１日まで。次年度以降

も同様の業務委託を行うものでございます。 

 委託に当たりまして区が行う情報保護対策ですが、運用上の対策につきましては、東京電子

自治体共同運営協議会策定の情報セキュリティポリシー、新宿区個人情報保護条例及び新宿区

情報セキュリティポリシーを遵守するといったところ、また、契約に当たっては特記事項を付

すといった対策を講じます。また、システム上の対策につきましては、先ほど外部結合の際に

ご説明したところと同様の内容でございますので、恐れ入りますが、割愛させていただきます。 

 続きまして、６ページをご覧いただければと思います。受託事業者に行わせる情報保護対策、

こちらにつきましても、先ほどご説明したところと同様となりますので、説明については割愛

させていただきます。 

 以上、説明でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【会  長】それでは、本件につきまして、ご質問・ご意見がありましたら、どうぞ。木もと

委員。 

【木もと委員】今回、共同申請・届出サービスの追加ということで、現在はコロナ関係でもそ

うですし、区役所に行く、来庁しないでも様々な手続ができるような形ということで進めてこ

られました。これからもしっかりと、どんどん増えていくべきものではあるかと思っておりま

す。 

 その中で、これまで７０業務等々の運用をしてきたわけですが、個人情報保護対策等々をし

っかりやってこられている中なので問題はないと、これまでとも変わらないことだと思うので

すけれども、これまでの業務の中で、例えば情報漏えいですとか、そのようなケース等々がな

かったのか、また、これは他の自治体でも行っているところではありますが、他自治体におい

ても、そのようなケース等々を承知しているものがあるのかどうか、その１点だけ、お伺いし

たいと思います。 
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【会  長】ご説明ください。 

【行政管理課長】行政管理課長でございます。電子申請というところにおきましては、これま

で区において情報漏えいといった事故は起きたことはございません。また、他自治体におきま

しても、電子申請といった点では、あまりそういった案件を聞いたところはございません。 

【会  長】木もと委員、どうぞ。 

【木もと委員】分かりました。これからも様々サービスを増やしていく流れなのかなと思いま

すけれども、社会情勢等々、このように申請に対する不正アクセスのやり方だとか、様々なこ

とが日に日に更新をされていくというセキュリティ上、こちらもしっかり対応していかないと

いけないということもあると思いますので、そういうところはしっかり注視をしながら今後進

めていっていただければなと思いますので、よろしくお願いします。以上です。 

【会  長】ほかに、ご質問かご意見は。伊藤委員。 

【伊藤（陽）委員】今の質問にもかぶるのですが、このシステムのアクセスの状況がどうなっ

ているのかというのが気になっていまして。利用頻度が増えるとリスクが高まるという側面が

あると思っていまして、増加傾向なのかなと思うのですけど、今のアクセスの状況をまず教え

てください。 

【情報システム課長】情報システム課長です。申し訳ございません、件数としては持ち合わせ

ておりませんが、先ほど申し上げましたように７０件対象があるということで、それぞれ。一

番多いのは児童手当関係のほうがご利用いただけるという実績がございます。 

【会  長】伊藤委員。 

【伊藤（陽）委員】ありがとうございます。そういった分野で今後も、実際に申請した件数以

上に多分アクセスが増えてくるという話になると思っていまして、特に前半の部分のインター

ネット回線のほうからは比較的不正が入りやすい感があると思っていまして、ここの悪性検知、

通知・遮断のところというのが、実際に、ここの実績みたいなところは区のほうで出るのです

かね。多分不正な攻撃はゼロではないと思いまして、実際に何かあったときに、ちゃんとそこ

の情報をログとして新宿区のほうで確認しているかというところ。 

 あとは、あまりないとは思うのですが、ＬＧＷＡＮ回線のところで、例えばそういったアラ

ートみたいなところが上がってきたことがあったのかというところをお伺いできればと思いま

す。 

【会  長】ご説明ください。 

【情報システム課長】情報システム課長です。今手元には持ち合わせしておりませんが、不正
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な侵入という試みがあった場合については月次で報告が来るようになっています。 

 ＬＧＷＡＮのほうについては、そこまで入ってきたというのは、こちらのほうに報告は来て

いませんので、ないものと考えております。 

【会  長】伊藤委員。 

【伊藤（陽）委員】これで最後にしますけど、月次でそういった確認をされているというとこ

ろで、事業者のほうから多分上がってくると思うのですけど、そこに対する対策の強化みたい

なところだったり、あとは、区に対する何かこういうふうに書いたら、あまり区に対すること

というのはメールの対策ぐらいしかないのかもしれないのですが、そのあたりの意見交換みた

いなところ、今後その月次の報告を受けた後の対策みたいなことはどういうふうに行っている

のですか。 

【会  長】ご説明ください。 

【情報システム課長】情報システム課長です。こちらのシステムにつきましては、東京都と都

内の自治体の共同運営という形でやっておりますので、そちらの東京都の事務局が一手に引き

受けて対応を行っていくということになっておりまして、何かしら変更を行う場合については、

時間がある場合については、その協議会の中で諮りまして、対応すると。 

例えばシステムに何か脆弱性があるですとか、そういったものもまれにありますので、そう

いった緊急的な対応については、事務局のほうと富士通側のほうで直接対応して、事故がない

ように対応していくような状況でございます。 

【伊藤（陽）委員】ありがとうございます。事務局のほうでいろいろ動いていただいていると

いうことで、それは理解しました。新宿区のほうでも、いろいろとそこで上がってきたこと、

事務局にあまり任せていると、状況が盛り上がってしまうときもあるかもしれませんが、そこ

の情報というのを、ほかの分野でも当然広く生かしていける話だと思いますので、そこの連携

を引き続き行っていただきたいと要望して終わります。以上です。 

【会  長】ほかに。あざみ委員。 

【あざみ委員】平成１６年から、こちらの回線を活用してネット申請などができるようにとい

うことで、区民の皆さんの利便という意味では今後も必要になってくる、当然なってくるとい

う分野だと思うのです。７０手続をやっていて、今度は２４手続を増やすということで、これ

は所管として、うちもこういうふうにやりたいということで定期的にどこかで募って取りまと

めて、今年度はこうとかという、そういうことをこれまでもやっていて、今後もそういうふう

になっていくということでしょうか。 
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【行政管理課長】行政管理課長でございます。今回、このコロナ禍を受けまして、やはり電子

申請における申請という必要性が特に高まったといったところでございまして、これまでも所

管からの要望に応じて少し対応してきたというところはございますが、今年度につきましては

特にそういったところも増えたので、改めて行政管理課のほうから各部のほうに、電子申請、

これを行いたい手続はないかといったところを募らせていただきまして、これまでも所管とと

もに少し打合せをさせていただきながら、開始時期などを協議して、今年度後半に入れられる

ものについて本日お諮りさせていただいているところでございます。 

【会  長】あざみ委員。 

【あざみ委員】こういうコロナということもありますし、今後ますます便利にという意味では

増えていくのかなと思います。こちらの電子自治体共同運営協議会でということで、これまで

の実績からも信頼を持って活用されているということですけれども、何もこれまでなかったか

ら安心ということではないと、ほかの委員の皆さんもおっしゃっていますけど、よく区として

もチェックを引き続きしていただくということ。 

 それから、委託事業者が今、富士通ということで、これは新宿区が関与することなく、こち

らの協議会が富士通にと決めれば、そう決まってしまっているものなのか。今現在、富士通に

何か不都合がありますという話ではないですけれども、と思うのですが、今後何かあったとき

に、委託先についての選定、ここにどのように区として関われるのかというのはお聞きしてお

きたいと思います。 

【情報システム課長】情報システム課長です。事業者の選定に当たりましては、事前協議会の

中で各団体、今はウェブの会議になりますけれども、そちらのほうで議題としてかけられまし

て、賛成・反対意見を述べられるような機会を設けておりますので、そちらのほうで何かあり

ましたら意見を通していくというような状況です。 

【会  長】あざみ委員。 

【あざみ委員】分かりました。そういうふうに関与はできるということですね。では、本当に

お任せということではなくて、きちんと主体的に関わっていただきたいと思っています。以上

です。 

【会  長】ほかに、ご質問とご意見はございますでしょうか。 

ないようでしたら、本件で扱う外部結合について諮問、業務委託について報告事項でござい

ますが、諮問については承認、報告については了承ということでよろしゅうございますか。 

 では、本件は承認・了承とします。 
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 それでは、次に資料２６「納税証明の電子連携に係る軽自動車税納付確認システムとの外部

結合等について」であります。それでは、説明者は資料を確認の上、説明してください。 

【税務課長】税務課長の髙橋でございます。よろしくお願いいたします。 

 では、資料２６についてご説明させていただきますが、まず初めに、お配りをさせていただ

いている資料について確認をさせていただきたいと思います。 

 まず本件に関して、資料２６が４ページまでお留めしたものでお配りしてございます。その

あと、資料２６－１といたしまして、カラーでＡ４横、こちらが個人情報の流れをフローにし

たものでございます。こちらを１枚おつけしてございます。 

 次に、資料２６－２でございますが、こちらは事前にも送らせていただいておったのですが、

申し訳ございません、本日少し説明で理解いただきやすいように修正を加えてございまして、

それを「当日机上配布・差し替え版」として、本日机上でお配りさせていただいているもので

ございます。 

 では、説明に入らせていただきます。資料２６、おめくりをいただきまして２ページの事業

の概要から説明をさせていただきます。 

 事業名、担当課は記載のとおりでございます。 

 次に、目的でございますが、こちらは税制の改正に伴いまして、令和５年１月から軽自動車

税関係手続が全国一律で電子化されることを予定してございます。軽自動車の継続検査、いわ

ゆる車検でございますが、こちらは検査事務所において、これまで紙で納税証明書を提出して

いたわけでございますが、これが電子化されて、納税確認を電子的に行うことができるように

なります。こちらが軽自動車税納付確認システム、以降、軽ＪＮＫＳと呼ばせていただきます

が、こちらが稼働する予定でございます。こちらの軽ＪＮＫＳと結合することにより、税制改

正に対応し、納税義務者の利便性の向上を図るといったことを目指しているものでございます。 

 この軽ＪＮＫＳは令和５年１月より導入予定でございますが、区が独自開発し、運用してい

る税務のホストシステム、こちらの改修を本年１２月から開始したいと考えてございまして、

本日この会議でお諮りをさせていただいているものでございます。 

 では、資料の説明を進めさせていただきます。対象者、こちらは記載のとおりでございまし

て、新宿区で課税する三輪及び四輪車の軽自動車税、こちらの納税義務者になってございます。 

 次に、事業内容でございますが、まず現在、納税義務者または代理人が先ほど申し上げまし

たように、紙の納税証明書を検査事務所に提出して車検を受けているといった状況にございま

す。これが税制改正に伴いまして、令和５年１月以降は区が軽ＪＮＫＳに納付情報を、ＬＧＷ
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ＡＮ回線を経由して送信することになります。検査事務所は、この軽ＪＮＫＳに記録された納

付情報を確認することで、紙の納税証明書なしに車検の審査を行うことができるようになりま

す。 

 軽ＪＮＫＳと地方税共同機構の概要、想定件数はこちらに記載のとおりでございますが、件

数としては約８，３００件を予定しているところでございます。 

 個人情報の流れにつきまして、お手数ですが、ここで資料２６－１をご覧いただければと思

います。この資料でございますが、ご覧いただいて左側に青で新宿区がございます。向かって

右側に黄色で検査事務所がございます。この間を紫で納税義務者、それから、茶色で金融機関

がございますが、この２つが、これまでの手続を示してございますが、区が納税通知書を納税

義務者の方にお送りをすると、金融機関で納めていただきまして、その情報がＬＧＷＡＮ回線

を通して区のほうに来る。一方で、納税義務者の方は先ほど申し上げたとおり、紙の納税証明

書を持って一番右にございます検査事務所に車検を受けに行っていただくといったところが、

これまでの手続でございます。 

 下に書いてあるのが今度の新しい仕組みでございますが、真ん中に青で地方税共同機構がご

ざいます。こちらに新宿区から矢印が２つ出てございますが、まず① ’（ダッシュ）としてご

ざいますが、課税対象者（４月１日現在）の情報を、まず地方税共同機構にアップロードをし

ておきまして、その後、具体的に納付がございますと、こちらの納付のデータをまた順次この

地方税共同機構のほうにアップするということを想定してございます。 

 こちらのデータが上がりますと、検査事務所が今度は地方税共同機構のほうに矢印を伸ばし

てございますが、専用回線を通じて納付状況を確認するといったことをしまして、先ほどご説

明したように、紙の納税証明書はなしに車検が受けられるようになるといったことを想定して

いるところでございます。 

 続きまして、資料２６にお戻りいただきまして、３ページをご覧いただければと思います。

こちらが軽ＪＮＫＳの導入に伴う税務システムの改修についてでございます。全体の内容につ

いては記載のとおりでございますが、情報項目について、個人の範囲は記載のとおりでござい

ます。記録項目、こちらが資料２６－２に記載してございますので、本日机上配付させていた

だいたものをご覧いただければと思います。 

 こちらの表の中にアスタリスクを２つ書いてございますが、今回の当日の差替えをさせてい

ただいた修正箇所についてご説明をさせていただきますと、納税情報登録、それから車両情報、

こちらを青字で記載させていただいてございます。そして、２つあるアスタリスクのうちの上
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のほうでございますが、黒字が税務システムのほうにもともと情報項目として持っておりまし

て、記録をするものでございます。 

 ただいまご説明さしあげました青文字、こちらは外部結合の際のファイルの項目として求め

られておりまして、項目領域自体は持ちますが、システムには記録しないものでございます。 

 このように、今回この税務システムに記録をする項目と、それからファイルのほうに領域だ

けを持つものとを分けて、資料を差し替えさせていただいたところでございます。 

このような形で、ほとんど黒字で現在持っている情報でございますが、これらの情報を今回

外部結合するものでございます。 

 続きまして、資料にお戻りいただきまして、新規開発・追加等の理由でございますが、こち

ら、軽ＪＮＫＳへ送信する軽自動車税（種別割）でございますが、こちらの納付情報を作成す

る機能が必要となるためでございます。 

 追加の内容につきましては、既存の税務システムに納付情報などの連携データの作成機能を

追加するものでございます。 

 新規開発・追加・変更の時期についてでございますが、これは先ほど申し上げましたとおり、

区が独自にホストのほうで開発・運営してございますので、令和５年１月の運用開始に向けま

して、本日ご承認をいただきましたら１２月からシステム改修を、それから検証を開始したい

と考えてございます。 

 続きまして、４ページをご覧いただければと思います。システムの外部結合について、ご説

明させていただきます。保有課、登録業務の名称については記載のとおりでございまして、結

合される情報項目につきましては、個人の範囲は軽自動車税（種別割）の納税義務者となりま

す。項目の内容、こちらは先ほどご覧いただきました資料２６－２に記載のとおりとなってご

ざいますので、改めてご確認いただければと思います。 

 結合の相手方は地方税共同機構となります。 

 結合する理由は、税制の改正に伴いまして、全国一律で稼働する軽ＪＮＫＳへの納付情報の

送信に対応するためでございます。 

 結合の形態としては、ＬＧＷＡＮ回線を使用したデータ送信となります。 

 開始時期につきましては、先ほどから何回か触れさせていただきましたが、令和５年の１月、

具体的には１日からの予定でございます。なお、こちらの資料に書かせていただいてございま

すが、令和４年の９月１日から１２月３１日まで、個人情報を使用しないで仮稼働テストを行

うことを想定してございます。この際にも外部結合を行うといったことがございますので、本
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日お諮りをさせていただいているものでございます。 

 最後に、情報保護対策について、ご説明させていただきます。外部結合に当たりましては、

個人情報保護条例及びセキュリティポリシーに基づきまして、接続するネットワークがＬＧＷ

ＡＮ回線として通信相手を限定すること、区が受信する情報を暗号化し、特定相手以外は解読

不能とすること等、こちらに１０点ほど記載させていただいてございますが、これらの情報保

護対策をしっかりと行っていくといったことで今回想定をしているものでございます。 

 ご説明は以上でございます。審査のほど、よろしくお願いいたします。 

【会  長】それでは、本件につきまして、ご質問かご意見がありましたら、どうぞ。 

ないようでしたら、諮問事項については承認、報告事項については了承ということでよろし

ゅうございますか。 

 では、本件はこれにて終了とさせていただきます。 

 それでは、次に資料２７「共通納税システムに係る外部結合等について（変更）」でありま

す。それでは、説明者は資料を確認の上、ご説明ください。 

【税務課長】税務課長でございます。引き続きまして、資料２７について、ご説明をさせてい

ただきます。まず、お配りをさせていただいた資料について確認をさせていただきます。 

 まず資料２７でございますが、こちらが１１ページまであるものをつづって、お渡しをして

ございます。 

次に、資料２７－１と資料２７－２がございます。これは、いずれも本日お諮りをさせてい

ただきます共通納税システムのデータ等の連携について図示したものでございます。本日お諮

りをさせていただく内容としまして、括弧書きで記載してございますが、２７－１のほうが、

納税義務者の方が納付をする際に金融機関の窓口等を経由する場合、２７－２のほうが、ｅＬ

ＴＡＸにより共通納税システム納付を行う場合ということで、場合分けをして資料２７－１と

２７－２、２つのフローをご用意してございます。 

次に、資料２７－３と２７－４は情報項目の一覧でございます。これは先ほどの資料２６と

同様でございますが、少しご説明の際に、お諮りをいただきやすいように、色の塗り方等を工

夫したものを本日、差替え版としまして、２７－３、２７－４、それぞれ机上配付させていた

だいてございますので、そちらを用いて、この後ご説明させていただければと思います。よろ

しくお願いいたします。 

では、説明に入らせていただきます。資料をおめくりいただきまして、２ページをご覧くだ

さい。 
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事業名、担当課につきましては記載のとおりでございます。 

次に、目的でございますが、令和元年１０月より住民税の特別徴収で導入をしております

「共通納税システム」に、税制改正に伴いまして、令和５年度課税から軽自動車税（種別割）

が追加されます。この制度改正に対応して、納付方法の拡充により、納税義務者の利便性の向

上を図るものでございます。 

対象者は記載のとおり、軽自動車税（種別割）の納税義務者でございます。 

次に、事業内容でございますが、共通納税システムは地方税共同機構が構築したシステムで、

令和元年１０月から住民税の特別徴収において既に導入されておりまして、こちらの導入に当

たりましては、平成３０年度の第７回本審議会で承認・了承いただいているところでございま

す。 

このたび、税制改正に伴いまして、先ほど申し上げましたとおり、令和５年度課税から軽自

動車税（種別割）も全国的に共通納税システムで納付ができるようになるものでございます。 

また、令和３年６月３０日の総務省通知におきまして、地方税統一ＱＲコードの規格が定め

られてございます。軽自動車税（種別割）の納付書に共通納税システムで納付できるＱＲコー

ドを印刷することが必須とされてございます。 

ＱＲコードを活用することによりまして、納税義務者が共通納税システムでキャッシュレス

納付が可能となりまして、また、金融機関は共通納税システムでの電子伝送が可能になるとい

ったことで、納付後の納入済通知書を区へ回送する等の手間が省けるといったものでございま

す。これらの税制改正に迅速に対応していくために、今回システム改修を行うものでございま

す。 

軽自動車税（種別割）共通納税システム払いは、令和５年度から導入を予定してございます

が、区が独自開発している税務ホストシステムの改修を来年の４月から開始したいと考えてご

ざいます。そういったことから本審議会に付議させていただいているものでございます。 

本審議会の付議事項、こちらが資料２７、事業の概要の２ページの下のほう、２のところに

本審議会への付議事項としまして、４点挙げさせていただいてございます。 

１つ目が、（１）区の税務システムの改修。２つ目が（２）地方税共同機構との外部結合の

変更。次が（３）審査システム（ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰサービス）運用等業務における情報項目

の追加。次が（４）納税通知書等の印字出力処理等業務委託内容の変更、こちらはＱＲコード

の印字に係るものでございます。 

ここで、個人情報の流れにつきまして資料２７－１、２７－２を少しご覧いただければと思
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います。 

まず、資料２７－１でございますが、こちらは先ほど申し上げましたが、納税義務者の方が

金融機関等の窓口を経由して納付を行う場合、２７－２のほうでございますが、こちらがｅＬ

ＴＡＸで、キャッシュレスで納付をすることができまして、こちらを行う場合のフロー図とな

っております。 

どちらも少し図が入り組んでいて恐縮でございますが、今回お諮りをさせていただく部分に

つきましては、赤の点線で囲っている一番上の部分でございますが、納付者情報をアップロー

ドする。受け手としまして、地方税共同機構のほうの統一納付書マスタ（新規）と書いてござ

いますが、こちらのほうに情報をアップするといった部分が今回追加をさせていただく部分で

ございます。 

そこから下の部分、納税義務者の方が金融機関のほうにお支払いをして、その情報がｅＬＴ

ＡＸのほうに上がっていく、あるいは、この審査システムと地方税共同機構と新宿区のデータ

のやり取り、ここの部分につきましては、先ほど申し上げましたとおり、平成３０年度の第７

回の本審議会で承認・了承をいただきまして、既に稼働している部分でございます。 

では、続きまして、資料２７に戻りまして４ページをご覧いただければと思います。ここか

らは税務システムの改修について、ご説明をさせていただきます。 

保有課、登録業務の名称は記載のとおりでございます。 

情報項目につきましては、個人の範囲、情報項目及び記録するコンピューターは記載のとお

りでございます。情報項目について、先ほども申し上げましたが、資料２７－３と２７－４を

ご覧いただければと思います。本日、机上配付をさせていただいてございます。 

資料２７－３でございますが、こちらが軽自動車税（種別割）の共通納税システムに係る項

目でございます。表中で項目を示してございますが、これを黒字と赤字と青字と３通りで示さ

せていただきました。ここの部分が今回の修正部分でございますが、説明書きについては、資

料の下部、２つあるアスタリスクの中の黒字で書いてある上のほうになります。 

赤字が今回税務システムに追加として記録をする情報項目について表してございます。黒字

につきましては、従来から税務システムにもともと持っている項目となってございます。また、

青字の項目についても記載してございます。これらにつきましては、それぞれ資料の中でファ

イル名が書いてございまして、４つのファイルを構成するために必要な項目となってございま

す。 

これらを地方税共同機構との間でデータの送受信をするわけでございますが、この中には、
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区のホストシステムとしてはデータとして持たない、ファイルのほうでは領域を持つことだけ

を指示されているものがございますので、そういった領域としては持つものの、ホストコンピ

ューターにはデータとして保存をしない、そういったものを青で示させていただいてございま

す。 

続きまして、資料２７－４でございます。こちらも色の使い方は今の資料２７－３と同様で

ございます。資料としましては、こちらはＱＲコード、これを後ほど説明させていただきます

が、納税通知書のほうに情報をＱＲコード化して印字させるといったことを今後業務委託する

ことを想定してございます。その際に取り扱う情報項目等となってございます。 

青字の部分につきましては、ＱＲコードの中に領域だけは持ちますが、ホストコンピュータ

ーには記録をしない情報となってございます。 

では、資料２７の４ページに戻っていただきまして、説明を続けさせていただきます。 

新規開発・追加の理由につきましては、税制改正で定められた軽自動車税（種別割）の共通

納税システムへの対応及び総務省通知で定められた納付書へのＱＲコードの印字に対応するた

めでございます。 

追加の理由につきましては、既存の税務システムに共通納税システムへアップロードする納

付書情報の仕様変換機能、納税通知書への印字する案件特定キーとＱＲコード情報の作成機能、

また、共通納税システムから送信された納付情報の収納処理機能を追加するものでございます。

税務ホストシステムにつきましては、区が独自に開発・運営しているため、令和５年４月の運

用開始に向けまして本日ご承認をいただけましたら、令和４年４月からシステムの改修等に入

ってまいりたいと考えてございます。 

続きまして、資料２７の５ページをご覧ください。システムの外部結合について、ご説明を

させていただきます。 

本件につきましては、平成３０年度の第７回審議会でご承認いただいてございますが、太字

部分、下線が引いてございますが、こちらが前回からの変更箇所となってございます。 

結合される情報項目は先ほどご覧いただきました資料２７－３のとおりでございます。既に

住民税の特別徴収で取り扱っているファイル、データ等もございますが、これらに軽自動車税

（種別割）の納付義務者の情報等を追加するものでございます。 

結合の相手方は、地方税共同機構となります。 

結合する理由は、税制改正に伴いまして、地方税共通納税システムの対象税目の拡大に対応

し、区民と金融機関の利便性の向上に寄与するためでございます。 
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結合の形態としましては、ＬＧＷＡＮ回線を使用いたします。軽自動車税（種別割）の納付

情報と、それから、地方税共同機構が新規でつくる統一納付書マスター、先ほど資料２７－１

と２７－２でご覧いただきましたが、こちらにデータをアップロードする予定でございます。 

開始時期としましては、令和５年４月を予定してございます。 

続いて、情報保護対策について説明をさせていただきます。本件につきましても、外部結合

に当たりましては、区の個人情報保護条例及び情報セキュリティポリシーに基づきまして、こ

ちらに１０点記載させていただいてございますが、ＬＧＷＡＮ回線を使用して通信相手を限定

すること、区が受信する情報を暗号化し、特定相手以外は解読不能とすること等々の情報保護

対策を実施してまいります。 

続きまして、恐縮ですが、６ページをご覧いただければと思います。 

こちらが審査システム運用等の業務委託についての資料でございます。この資料につきまし

ても同様に、太字のゴシック、下線部分が平成３０年度第７回審議会でお諮りをさせていただ

いた内容からの変更となっております。 

保有課、登録業務、委託先、記録媒体等は記載のとおりでございます。 

また、情報項目につきましては、先ほど資料２７－３でご覧いただいたとおりでございます

ので、ご確認いただければと思います。 

委託の理由でございますが、こちらは共通納税システムに対応するために審査システムの管

理を委託する必要があるためでございます。 

委託の内容としましては記載のとおりでございますが、既に行っている住民税の特別徴収、

こちらの中で業務委託に軽自動車税（種別割）を追加するものでございます。 

開始時期は令和５年４月１日を予定してございます。 

情報保護対策でございますが、運用上の対策とシステム上の対策、６ページから７ページに

かけては区が行う情報保護対策、７ページが受託事業者に行わせる情報保護対策となってござ

いますので、ご確認をいただければと思います。 

続きまして、８ページをご覧いただければと思います。こちらが軽自動車税（種別割）の納

税通知書へのＱＲコード印刷のための印字出力業務及び封入封緘委託についてでございます。 

本件については、平成３０年度の第８回の本審議会にお諮りをさせていただきまして、了承

いただいてございますので、こちらも資料中では太字ゴシック下線で変更部分を示してござい

ます。 

保有課、登録業務の名称、委託先については記載のとおりでございます。 
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情報項目、これは先ほど資料２７－４でご確認をいただいたとおりでございます。従来の持

っている情報にＱＲコードに係る内容を追加するものでございます。 

委託の理由は、従来からの封入封緘委託に加えまして、ＱＲコードの印字出力を業者に委託

しまして、業務の効率化を図るためでございます。 

開始時期は令和５年４月１日の予定でございます。 

情報保護対策につきましては、これもやはり区が行うものと受託事業者が行うもの、それぞ

れ記載してございますので、ご確認いただければと思います。 

雑駁ですが、説明は以上でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【会  長】それでは、事務局のほうから何かご説明等。 

【区政情報課長】「情報セキュリティアドバイザー意見一覧」をご覧ください。アドバイザー

のほうから本案件につきまして助言が出ております。審査システムの運営事業者でありますＡ

ＳＰ認定事業者との連携に当たりまして、ＡＳＰ認定事業者のセキュリティ対策について定期

的に確認することという助言をいただきました。 

 それを受けての担当課の対応ということでございますけれども、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ認定事

業者は、地方公共団体情報システム機構総合行政ネットワーク基本規程により定められました

基準等々を満たす事業者であり、セキュリティ対策は適時見直すことが義務づけられておりま

す。ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ認定事業者との連携を図り、セキュリティ対策の確認を行っていくと

いうことで回答をいただいております。以上です。 

【会  長】それでは、本件につきまして、ご質問かご意見がありましたら、どうぞ。伊藤委

員。 

【伊藤（陽）委員】ちょっと気になったのがＱＲコードの件なのですけれども、軽自動車税関

係で、ＱＲコードで納付仕組みにミスがあったという事例がほかの自治体であったようなので

すけど、そこの確認は結構難しいなと思っていまして。実際起きないと多分分からないという

か、毎回ＱＲの確認をして、ちゃんとできているかというのは分からないと思いますし、これ

が金融機関でやる場合だったら、多分対面でやって気づくという可能性があると思うのですが。

このＱＲの対策みたいなところは今どうなっているのかというところをお伺いできればと思い

ます。 

【会  長】ご説明ください。 

【税務課長】ＱＲコードの確認ということで、現在どうなっているかということでまず申し上

げますと、税におきまして、今回ＱＲコードの導入が国で初めて導入されるということで、こ
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れまでの実績はないところでございます。 

 国のほうで、全自治体で一斉に導入するということで統一規格が定められまして、当然それ

に基づいていくことになりますので、そこをしっかり行っていくことが１つ。 

あと、委員が今ご指摘されたように、具体的にそれがきちんと正しい情報を持っているのか

といったこともございますので、そこについては委託の際にきちんとＱＲコード化したものを

我々区のほうでも点検するといったことも行っていって、しっかりと正しい情報をお届けでき

るようにというところで体制をつくってまいります。 

【会  長】伊藤委員。 

【伊藤（陽）委員】ありがとうございます。ここはやはりかなり気をつけたほうがいいポイン

トかなと思いました。とはいえ、ミスをした後は多分気づかないというのは、やはり変わらな

いと思いまして。実際決済しないと多分ミスが起きましたということはなかなか分からない。

ただ、マークが印字されているだけなので、本当に手続をしないと分からない問題だと思って

いまして。 

 ミスをした後の対処みたいなところも、ほかの自治体だと誤った決済が行われた、すぐチラ

シを送ったとか、そういったところもありまして、そこを事前にかなり用意しておくのもいい

のかなと思っているのですけれども、そのあたりの対処の方法みたいなものは、お考えがあれ

ばお伺いできればと思います。 

【会  長】ご説明ください。 

【税務課長】今委員がおっしゃられたように、確かに、実際にそんなに決して全体数が多いわ

けではないですけど、事故が起こる、こういった仕組みになれば起こり得るということは想定

しているところでございます。先ほど申し上げましたように、まず送る前に、やはり第一次的

には、もちろん全検というのは無理でございますが、きちんとそういった点検をしていくとい

うところが１つ。 

 また、起きた際については、先ほどおっしゃられたように、しっかりとどういった事故なの

か、例えば特定の方なのか、それとも防犯なのかということで対応が変わってくるかと思いま

すが、その公表の方法であるとか、当事者の方への対応・連絡等、そのあたりについてはしっ

かりと想定をしておきまして、有事の際には備えたいと考えてございます。 

【会  長】よろしゅうございますか。ほかに、ご質問かご意見はございますでしょうか。 

 ないようでしたら、本件は諮問事項が２件、報告事項が２件という案件でございます。それ

ぞれ諮問事項について承認、報告事項について了承ということでよろしゅうございますか。 
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 では、本件はそういうことで終了といたします。 

それでは、次に資料２８「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種及び新型

コロナウイルス感染症に係る予防接種に関する事務の特定個人情報保護評価（全項目評価）の

実施について」であります。 

 それでは、この特定個人情報保護評価ということについて、事務局から一般的なご説明を受

けるということについて、ご理解をお願いいたします。それでは、事務局のほうでご説明くだ

さい。 

【区政情報課長】特定個人情報保護評価について、事務局から簡単にご説明をさせていただき

たいと思います。ここの資料２８の案件もそうですが、その次の資料２９の案件にも特定個人

情報保護評価の実施が出てまいりますので、共通してお聞きいただければと思います。 

 この特定個人情報保護評価なのですが、番号制度、いわゆるマイナンバー制度におきまして

定められている手続になります。 

今、資料でホチキス留めの机上配付をお配りさせていただきましたけれども、まず表紙をめ

くっていただきまして、マイナンバー制度の対応について１ページ目、右下のページで言うと

４ページと書いてあるところをお開きいただきたいと思います。 

マイナンバー制度は皆様がもうご存じだと思いますけれども、特定の個人の情報が同一人の

情報であるということを確認するための仕組みといたしまして、平成２７年度に導入された制

度になります。住民票がある全ての方に１２桁の個人番号を作成し、通知をするというところ

で始まってございます。 

税、それから社会保障に関する事務で、これを使うことになっておりまして、公平公正な負

担と給付、それから、より効率的な住民サービスを目指すということで導入をされています。 

このページの、やや真ん中下のところに、平成２９年から開始がされているということで、

情報連携というのがございますけれども、国や地方公共団体がそれぞれで管理している同一人

の情報をオンラインで相互に活用するということで、添付書類の削減と確認の迅速化につなげ

ているという制度になっています。 

もう１枚めくっていただきまして、右下のページで１５ページと書いてあるところ、マイナ

ンバー制度における安全の確保ということで、この特定個人情報については、より一層の安全

の確保が求められているところで、法律上の制度面、システム面、それぞれで保護措置がとら

れていることになっています。 

真ん中に書かれている、まず制度面における保護措置なのですが、なりすましの防止という
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ことで本人確認ですとか、法律上で収集や保管、そういったもののルールが定められているほ

か、この④番で、特定個人情報保護評価の実施というのが法の２７条、２８条で定められてい

るところになっております。そうしたシステム面でも様々な保護措置がとられているというと

ころになっています。 

最後、めくっていただきまして、ホチキス留めの資料の最後のページになりますけれども、

この特定個人情報保護評価の概要というページがございます。 

特定個人情報保護評価とは、特定個人情報ファイルを保有しようとする、または保有してい

る国や地方公共団体が、その事務を行う際にリスクを分析して、そのリスクを軽減するための

適切な措置を講じることを宣言するものというのが定義としてございます。 

このページの左側の真ん中、評価の実施主体ということで、①から⑥がありますけれども、

②に地方公共団体もそれを行わなければならないということが決められております。 

評価の対象ということで、左の一番下、四角がございます。評価の対象は特定個人情報を取

り扱う事務、それを事務ごとにファイルを取り扱う、例えば入手・使用・外部提供・保管・消

去、各プロセスごとのリスク対策をこの評価書に記載するという内容になっております。 

もう１つ、このホチキス留めの資料とはまた別に、参考の２８－１というのが本資料２８の

関連でついているかと思うのですけれども、しきい値判断という資料がございます。お手元に

ございますでしょうか。しきい値判断を行って、特定個人情報保護評価の種類を決めて、実施

をするような流れになっております。 

その事務の対象人数によって変わるのですが、３０万人以上、もしくは１０万人以上３０万

人未満であっても、特定個人情報ファイルの取扱数が５００人以上の場合は赤の全項目評価、

そして、１万人以上１０万人未満の場合は真ん中の重点項目評価、１，０００人以上１万人未

満の場合は基礎項目評価を実施することになっております。 

考え方は、基本的には同じなのですけれども、例えば全項目評価につきましては、その対象

人数の規模が大きいことから非常にリスク対策ですとか、そういったものは記載する内容が多

くなっております。 

また、全項目評価は、この評価書を作成するに当たりまして、住民等の意見聴取、パブリッ

クコメントを実施することですとか、第三者点検を行うということが求められております。新

宿区の場合、一番下の※印に書かせていただいておりますが、重点項目評価に該当した場合で

も、より安全対策を講じるということで赤の全項目評価を実施するというルールを区の要綱で

決めているという流れになっております。 
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続きまして、参考の２８－２というのが、その次についているかと思うのですけれども、流

れといたしまして、まず特定個人情報保護評価の案を作成した後、全項目評価についてはパブ

リックコメントを実施する前に個人情報保護審議会にお諮りをし、パブコメをしまして、その

意見を踏まえて評価書の見直し、その後、外部の第三者点検を行い、その意見を踏まえて評価

書の修正、さらに、その結果を本審議会でお諮りして、最終的に国の特定個人情報保護委員会

に提出するような流れになっているのが、基本的な制度上の流れになっております。 

以上、制度の簡単な概要説明になりますけれども、私のほうからさせていただきました。 

【会  長】それでは、取りあえず議題を進めてまいりたいと思います。 

それでは、先ほど申し上げました資料２８の特定個人情報保護評価についてを審議いたしま

す。説明される方は資料を確認の上、ご説明ください。 

【保健予防課長】保健予防課長でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、本案件の説明の際に使用する資料の確認でございます。資料２８、資料２８－１から

資料２８－４までございます。また、参考資料としまして、今、区政情報課長からご説明いた

だきました参考２８－１と２８－２がございます。資料の過不足はございますでしょうか。よ

ろしいでしょうか。 

 では、ご説明をさせていただきたいと思います。まず資料２８をご覧ください。おめくりい

ただきまして２ページ目をご覧ください。 

 事業名は「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種及び新型コロナウイルス

感染症に係る予防接種に関する事務の特定個人情報保護評価（全項目評価）の実施について」

となります。 

 続きまして、事業の内容について、ご説明いたします。 

 １．特定個人情報保護評価についてでございます。一部ご説明が、先ほど区政情報課長から

いただきましたご説明と重なりますが、特定個人情報保護評価につきましては、国の行政機関

や地方公共団体等が、特定個人情報ファイル、個人番号、いわゆるマイナンバーをその内容に

含む個人情報ファイルを取り扱う事務において、その取扱いを自ら評価するというものでござ

います。この特定個人情報ファイルを取り扱う前に実施が義務づけられていますのが、特定個

人情報保護評価（ＰＩＡ：Ｐｒｉｖａｃｙ Ｉｍｐａｃｔ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）でござい

ます。 

 参考の２８－１をご覧ください。先ほどご説明いたしました、今回対象人数が全区民でござ

いますので、対象人数が３０万人を超えるということから、この赤文字、基礎項目評価及び全
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項目評価を実施するものでございます。 

 参考２８－２、先ほどご説明いただきましたとおり、今回特定個人情報保護評価書を策定、

評価書の公示及び意見聴取、パブリックコメント実施の事前に本審議会に報告をさせていただ

くものでございます。 

 資料２８にお戻りください。資料２８、２ページ目の事業内容２でございます。予防接種に

関する事務の全項目評価書（概要）についてでございます。 

予防接種に関する事務の内容は、予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づき、伝染のおそれがある疾病の発生及び蔓延を予防するために、公衆衛生の見地から予防接

種を実施する事務となります。 

 国は、新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の接種歴等のマイナンバー副本連携を令和

４年６月に予定しております。なお、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づきます新型

インフルエンザの予防接種については、既に令和３年６月からマイナンバー連携は可能となっ

ておりますが、現状新型インフルエンザは発生しておりませんので、実データは存在していな

い状況です。よって、今回新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の副本連携の準備に合わ

せて新型インフルエンザのワクチン接種の事務に関しても、この機会に評価を実施させていた

だくものでございます。 

 これらの事務において特定個人情報を取り扱うため、今回審議会にご報告をさせていただく

ものでございます。 

 続いて、資料２８－１をご覧ください。こちらは全項目評価書の概要でございます。全項目

評価書に記載されている内容でございます。 

 まず、Ⅰ基本情報、Ⅱ特定個人情報ファイルの概要、Ⅲ特定個人情報ファイルの取扱いプロ

セスにおけるリスク対策、おめくりいただきまして、Ⅳその他のリスク対策、Ⅴ開示請求、問

合せ、Ⅵ評価実施手続という各章によって構成をされております。 

 特に、リスク対策につきましては、１ページ目、Ⅲ特定個人情報ファイルの取扱いプロセス

におけるリスク対策、こちらのほうに６つの項目に分けて記載しております。 

例えば、１「入手」において想定されるリスクへの対策としましては、窓口における情報の

入手について、個人番号カードの提示、または通知カードと身分証明書の提示により本人確認

を行い、対象者であることを確認するなど、対象者がご本人であることを確認することを必須

としております。 

また、２「使用」において想定されるリスクへの対策については、個人番号利用事務に係る
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システム以外からは、特定個人情報ファイルを直接参照できないようアクセスを制御するなど

のリスク対策をとってまいります。 

次のページのⅣその他のリスク対策についても、４つの項目に分けて記載をしております。 

例えば、１つ目「新宿区情報セキュリティ規則」に定める情報セキュリティポリシーの遵守

に取り組んでいることを自己チェックにより確認する。自己チェックの結果を受けて、情報資

産へのリスクを洗い出し、改善策を策定・実施してまいります。 

また、「新宿区情報セキュリティ内部監査実施要綱」に従いまして、情報セキュリティポリ

シーが遵守されていることを検討するため、毎年内部監査を行う。また、特に必要があるとき

は随時内部監査を行う。また、適宜外部監査も行ってまいります。 

こういった具体策も含めた全項目評価書を策定いたしました。 

続きまして、資料２８－２をご覧ください。こちらは、予防接種事務に係る個人情報の流れ

についてのご説明でございます。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種事務も、予防接種法に基づく臨時接

種事務、新型コロナウイルス感染症に係る予防接種事務のいずれにおきましても、区が管理し

ております予防接種台帳管理システムにより抽出された予防接種対象者に対し、区から予診票

や接種券を郵送するという事務になります。 

予診票や接種券を受け取った対象者、この①のところで予防接種台帳から対象者を抽出しま

して、②予防接種券を郵送、予診票や接種券を受け取った対象者である住民の方は、医療機関

や集団接種会場等でワクチンを接種いたします。このうち、接種記録が記載された予診票等は

医療機関等から区に提出されます。 

区は医療機関等から提出された予診票を当課が⑤の部分、予防接種会場に接種記録を登録い

たします。この後、暗号化に基づくマイナンバー副本連携に入れまして、この右側の青い四角

の中、中間サーバー、情報提供ネットワークシステムを通じて、⑦各区市町村に接種記録を照

会、または提供することが可能となります。 

下半分の図に記載されておりますのは、新型コロナウイルス感染症に係る予防接種事務につ

いてでございます。こちらには、国やワクチン接種記録システム（ＶＲＳ：Ｖａｃｃｉｎａｔ

ｉｏｎ Ｒｅｃｏｒｄ Ｓｙｓｔｅｍ）を、新型コロナウイルス感染症のワクチンにおいては

こちらのシステムを整備しておりまして、自治体がワクチン接種の状況を逐次把握することを

支援しているものでございます。 

資料２８にお戻りいただけたらと思います。２ページ中段の３.導入に伴う全体の流れでご
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ざいます。今後、特定個人情報保護評価の実施を、システム改修を経まして、マイナンバー副

本連携を開始するものでございます。 

４.特定個人情報保護評価につきまして、この評価を実施する理由については改めてご説明

させていただきます。区におきましては、一般の予防接種に関して、マイナンバー利用事務の

開始に当たりまして、番号法に基づき予防接種事務の評価書、こちらは基礎項目評価でござい

ましたが、既に平成２７年度に特定個人情報保護評価、基礎項目評価を実施したものでござい

ます。 

今回、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種及び新型コロナウイルス感染

症対策に係る予防接種は、全区民を対象としており、対象人数が大きいこと、また、これらの

予防接種事務につきましては、国の示す指針に従い実施するということで、集団接種の実施と、

その他の事業計画は、これまでの一般の予防接種事務と大きく異なっております。 

したがいまして、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく予防接種及び新型コロナウ

イルス感染症対策に係る予防接種については、新たに評価書を作成し、評価を実施する必要が

生じております。 

これらのことから、この評価を実施し、パブリックコメント及び第三者点検を経て、再度審

議会へのご報告をさせていただきました後に、評価の公表を今後も行っていくといった流れに

なってございます。 

ページをおめくりいただきまして、最後３ページでございます。上段（２）しきい値の判断

につきましては、先ほどご説明をしていただいたとおりでございます。 

評価書の素案につきましては、基礎項目評価書が資料２８－３、全項目評価書が資料２８－

４となります。 

資料２８－３をご覧いただければと思います。こちらが基礎項目評価書の表紙でございます。

この基礎項目評価書の表紙と全項目評価書の表紙に、同じく個人のプライバシー等の権利利益

の保護の宣言を記載してございます。こちらについて読み上げをいたします。 

「新宿区は、予防接種事務における特定個人情報ファイルの取扱いにあたり、特定個人情報

ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、

特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減させるために十分な措置を行い、

もって個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言」いたします。 

この資料２８－３、２８－４のご説明に関しましては、お時間の都合上、割愛をさせていた

だきたいと存じます。 
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最後に、資料２８の（４）でございます。今後の主なスケジュールでございます。本日、新

宿区情報公開・個人情報保護審議会へのご報告の後、パブリックコメントを令和３年１１月 

１５日から１２月１５日までの１か月間実施いたします。その後、専門性を有する外部の第三

者による点検を経た後、令和４年２月、令和３年度第９回新宿区情報公開・個人情報保護審議

会において、パブリックコメントの意見内容や第三者点検についてご報告することを予定して

おります。審議会にてのご報告の後、⑤でございます、個人情報保護委員会へ特定個人情報保

護評価書を提出し、区ホームページ等で公表することを令和４年２月中旬に予定しておるもの

でございます。 

以上、主管課からのご説明となります。ご審議をお願いいたします。 

【会  長】それでは、本件につきまして、ご質問かご意見があったら、どうぞ。 

ないようでしたら、報告事項ですので了承ということで、よろしゅうございますか。 

では、本件は了承ということで終了いたします。 

次は資料２９「心身障害者医療費助成に関する個人番号利用事務に係る特定個人情報保護評

価（基礎項目評価）の実施結果と庁内連携及び情報連携について」であります。 

それでは、説明される方は資料を確認の上、ご説明ください。 

【障害者福祉課長】障害者福祉課長の稲川でございます。よろしくお願いいたします。着座で

失礼いたします。 

 まず、資料を確認させていただきます。資料２９、その次に、資料２９－１、２９－２、 

２９－３、２９－４と４番までございます。その後、参考資料としまして、参考２９－１、参

考２９－２とございます。手元のほうにおそろいでしょうか。 

 それでは、説明に移らせていただきます。 

 資料２９を１枚おめくりいただきまして、ご覧いただきたいと思います。２ページとなりま

す。区では、都の「心身障害者の医療費の助成に関する条例」に基づき、心身障害者の医療費

の一部を助成する事務を行っています。この事務は所得の制限等があるため、現在は転入者に

ついては前住所地の課税情報等の提出を求めています。 

 このたび、令和４年６月より地方税関係において新たに情報照会の項目が追加となり、当該

事業に係る所得情報の確認は個人番号を利用して確認することが可能となりました。個人番号

を利用することで課税証明などの添付書類の提出を不要とできることから、区民の利便性向上

につながるため、新たに区独自の個人番号利用事務に当該事業を追加いたします。 

 つきましては、特定個人情報保護評価の実施を行いますとともに、対象者の受給資格の判定
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に利用するための事務処理に必要な庁内連携及び他自治体との情報連携を行います。 

 １番目としまして、新たな個人番号利用事務についてです。資料２９－１をご覧ください。

この事務は、心身障害者に対し医療費の一部を助成し、心身障害者の保健の向上に寄与し、福

祉の増進を図ることを目的とし、都の事務処理特例により区が処理をしているものでございま

す。今回は、既に個人番号を利用している法廷事務に類する事務として都の規則改正が行われ、

それに伴い、区でも令和４年１０月より個人番号利用事務とするものです。対象者は 

２，４５１人です。 

 初めの資料２９にお戻りください。特定個人情報保護評価の実施結果についてです。番号法

に基づき特定個人情報保護評価を行うものです。「新宿区特定個人情報保護評価の実施に関す

る要綱」第５条の規定に基づき、評価書を個人情報保護委員会へ提出いたします。 

 資料２９－２をご覧ください。個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言を記載させて

いただいておりますので、こちらを読み上げさせていただきます。 

 「新宿区は、心身障害者医療費助成に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱いに

あたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしか

ねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減させるた

めに適切な措置を講じ、もって個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいること

を宣言する」と記載をさせていただきました。 

 その他の事項については、資料２９－２に記載のとおりでございます。 

 初めの資料２９にお戻りください。続きまして、項番３、庁内連携についてです。この庁内

連携とは、区内において複数事業間で特定個人情報のやり取りを行うもので、目的外利用では

なく、目的内利用として位置づけるものです。 

 資料２９－３をご覧ください。こちらにつきましては、住民票の関係、税の関係、健康保険

の関係、精神障害者手帳情報について、庁内で連携をしていきます。 

 初めの資料２９にお戻りください。次に項番４、情報連携を行う情報項目です。情報連携は、

国や自治体間で情報提供ネットワークを介して、行政手続に際し必要となる情報を取り交わす

ものです。情報提供を受ける特定個人情報については、資料２９－４に記載しております。な

お、情報連携については参考２９－２でお示ししておりますので、ご確認ください。 

 最後になりますが、参考資料の２９－１のほうをご覧ください。この資料につきましては、

先ほど区政情報課長からご説明がございましたけれども、今回こちらの医療費助成につきまし

ては、対象人数が１，０００人以上１万人未満ということですので、この表の一番右側の青い
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矢印のところになります。そのため基礎項目の評価のみとなりますので、以上の報告となりま

す。 

 今後の進め方についてでございますが、本日の委員会報告後、国の個人情報保護委員会へ届

出書を提出し、調査による承認を得た上で事務を開始することとなります。 

 説明は以上となります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【会  長】それでは、本件について、ご質問・ご意見がございましたら、どうぞ。 

 ご質問もご意見もなければ、本件は報告事項とし、了承ということにいたしますが、よろし

ゅうございますか。 

 では、本件は了承ということになります。 

 続いては、議題の順番が３０になりますけど、３０は後にして、先に資料３１にします。資

料３１「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）に係る

外部結合について」であります。それでは、説明者は資料を確認の上、ご説明ください。 

【保健予防課長】保健予防課長でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、資料の確認をさせていただきます。資料３１、１ページ目から４ページ目まででござ

います。資料３１－１、資料３１－２、以上でございます。 

 では、資料に沿ってご説明させていただきます。まず、資料３１をご覧ください。おめくり

いただきまして、２ページ目でございます。事業の概要と、まず、事業の名前でございます。

「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）に係る外部結

合について」でございます。令和２年度第４回の審議会におきまして、このＨＥＲ－ＳＹＳに

つきまして報告を一度しておりますので、今回、項目の変更及び追加がございますので、改め

てのご報告となります。 

 事業の概要でございます。 

目的につきまして、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく積極

的疫学調査において、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（ＨＥＲ－Ｓ

ＹＳ）を利用することで、広域的に行政及び医療機関等の情報を共有し、その事務の簡略化及

び感染症予防に係る政策立案の迅速化を図るものでございます。 

 対象者につきましては、新型コロナウイルス感染症患者となります。 

 事業の内容でございます。１の概要にございますように、区では全国一律で運用されており

ますＨＥＲ－ＳＹＳを活用して、新型コロナウイルス感染症の新規感染者の情報管理等を行っ

ているものでございます。このたび、ＨＥＲ－ＳＹＳとの外部結合につきまして、感染症法等
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に基づき、以下の変更を行いましたこと、また、行いますことをご報告いたします。 

 ２の変更点でございます。 

 まず、（１）情報項目の追加でございます。資料３１－２をご覧いただけますでしょうか。

こちらは新型コロナウイルス感染症等情報把握・管理支援システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）への入

力・閲覧情報項目及び入力・閲覧者の範囲についてでございます。前回ご報告をいたしました

内容から追加された項目が赤字で表記をしているものでございます。 

 こちらの左のほうに、患者・接触者及び支援関係者の基本情報等、項目の内容が左のほうに

ございます。こちらで赤文字、中段に、新型コロナウイルスワクチン接種歴（１回目・２回目）

の項目が追加となっております。 

 また、下のほうにございます場所区分、これについては地域区分の名前が変更になったのみ

でございますが、その下、変異株ＰＣＲ／ゲノム解析結果、パスポート番号／オリンピック・

パラリンピックの有無につきましては、こちらは前回のご報告の後に追加になったものでござ

います。これらは重要項目としてＨＥＲ－ＳＹＳの入力項目に追加されたものでございます。 

 資料３１にお戻りいただけたらと思います。２ページ目でございます。 

 続きまして、（２）医療機関等（健康フォローアップ機関）へのＩＤ付与の実施についてで

ございます。今般８月におきまして、新規感染者の急増に伴いまして、医療機関の逼迫がござ

いました。そのため本来入院の必要性があるにもかかわらず自宅における療養を余儀なくされ

た、感染の判明している方が多数いらっしゃいました。 

 このような状況に対しまして、区では地域の医療機関等へ往診、あるいは電話による健康観

察、また、オンライン診療、薬の処方などのフォローアップを依頼してまいりました。ですが、

切れ目のない対応を行う上で、感染者の基礎疾患等の有無や、これまでの経過などの情報の共

有が課題となっておりました。 

 健康フォローアップを担当する医療機関は、具体的に申しますと、まず往診等を実施する、

区から依頼する医療機関でございます。また、区が健康観察を依頼する訪問看護ステーション

でございます。いずれも患者情報の守秘義務が医療法上も課せられている機関でございます。

また、ＨＥＲ－ＳＹＳのユーザー認証を既に得ている機関となります。これを健康フォローア

ップ機関と保証いたします。 

 今後、健康フォローアップ機関やＨＥＲ－ＳＹＳを活用することで、これまでの経過や患者

の健康情報、健康状態の必要な情報について迅速に把握することを可能とし、より多くの方の

健康のフォローアップをこれまで以上に迅速かつ円滑に実施するということを可能にしてまい
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ります。そのため、国の通知等に基づきまして、区から健康フォローアップ機関へ、ＨＥＲ－

ＳＹＳ上で感染者情報にアクセスするためのＩＤを付与するところでございます。 

 では、資料３１－１をご覧いただけますでしょうか。こちら個人情報の流れでございます。

①から⑦までは、前回報告させていただいている内容と同一のものとなっております。 

 ⑦の項目については、情報の項目が追加となりましたので、先ほどのご説明のとおりでござ

います。 

 ⑧に記載されておりますとおり、まずは感染者ご本人に健康フォローアップ機関へ個人情報

を提供してもよいかの同意を得られるか、確認をいたします。ここで同意が得られない感染者

につきましては、保健所職員のみによる直接の健康フォローアップ等を行います。同意を得る

ことができた感染者についてのみ、⑩でＨＥＲ－ＳＹＳ上で保健所が感染者情報と健康フォロ

ーアップ機関のひもづけを行います。 

 ⑪にございますとおり、保健所から健康フォローアップ機関へ感染者の健康フォローアップ

を依頼する場合は、感染者のＩＤを、パスワードを設定したメールで１件ずつ直接医療機関等

に送付をいたします。また、ひもづけた履歴や、健康フォローアップ機関へのＩＤを送付した

日付につきましては、保健所において台帳を作成いたしまして、記録及び管理をしてまいりま

す。 

 ＩＤを受け取った健康フォローアップ機関につきましては、そのＩＤをもとに⑫のとおり、

派出所で感染者の健康情報を確認いたします。⑬で感染者の健康フォローアップ、これは往診、

直接ご本人のご自宅に伺って診察などをする、あるいは、電話などで健康フォローアップを実

施いたします。 

 また、その対応後は、⑭のとおり、対応経過を改めて派出所で入力いたします。これにより

まして、保健所と医療機関等が常に最新の情報を共有することが可能となります。 

 また、健康フォローアップ機関、医療機関と連携して、この下の健康フォローアップ機関の

グループの事業者、これは具体的には訪問看護ステーションを想定しております、健康観察業

務を実施する訪問看護ステーションが⑮のとおり、健康フォローアップ機関のグループ事業者

へ医療機関等が感染者のＩＤを、パスワードを設定したメールを１件ずつ送付することにより

まして、ＨＥＲ－ＳＹＳ上で感染者の情報をこちらも確認する形になります。 

 この⑯、感染者の情報を確認した上で、⑰訪問看護ステーションや健康フォローアップ、ご

自宅に訪問するなどしまして、感染者の健康の承諾をしてまいります。⑱でその情報の入力を

ＨＥＲ－ＳＹＳ上で行っていくことで、関係機関間の情報共有を円滑に行う形になります。 
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 なお、この健康フォローアップ機関がＨＥＲ－ＳＹＳ上で閲覧できる情報につきましては、

最後資料３１－２を再度ご覧ください。こちら閲覧が、あるいは入力ができる機関を右側のほ

うに記載をしております。凡例が上にございますが、こちらに「医」という文字がありますが、

医療機関でございます。「保」は保健所、あるいは行政機関でございます。「健」が健康フォロ

ーアップ機関でございます。赤文字で今後のところに「健」が閲覧、あるいは入力できる項目

をこちらに記載しております。 

 「健（閲覧のみ）」と書いてあるものにつきましては、まず患者の基本情報、患者ＩＤ・氏

名等でございます。また、中段にございます「健」、健康フォローアップ機関が所見の入力が

可能ということで、入力ができるものは唯一この患者情報の所見のみでございます。それ以外

は閲覧のみということで、かかりつけの医療機関や健康観察を行った日付等、こちらは閲覧の

みとなります。 

 このような形でＨＥＲ－ＳＹＳ上で感染者の情報の共有を行ってまいります。 

 最後、資料３１の２ページ目でございます。３の対象者数です。約５００人を想定しており

ます。 

また、３ページ目におきまして、こちらに太字で記載しております箇所が今回新たに加わっ

たものでございます。情報項目の追加、そして、医療機関等（健康フォローアップ機関）へＨ

ＥＲ－ＳＹＳにアクセスするためのＩＤ付与、こちらは本審議会了承以降の実施を予定してお

ります。 

説明は以上でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【会  長】本件につきまして、ご質問かご意見がありましたら、どうぞ。木もと委員。 

【木もと委員】木もとです。資料３１－１においてですけれども、感染者ごとのＩＤの付与を

メールで送付する、付与するとなっていて、これは健康フォローアップ機関に関しては、医療

機関が、この１件ずつの送付、ＩＤの付与をやるということですよね。 

【会  長】ご説明ください。 

【保健予防課長】これは新宿区保健所がＩＤの書いてあるパスワード付のメールを医療機関等

にお送りして、ＩＤをお伝えするという形になります。 

【会  長】木もと委員。 

【木もと委員】⑮番のところで、担当する感染者のＩＤの付与というのは、医療機関や健康フ

ォローアップ機関になっていますけれども、これも保健所から直接行くということですか。 

【会  長】ご説明ください。 
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【保健予防課長】現状この図のような形で、医療機関からグループの事業者、具体的には訪問

看護ステーションにＩＤの付与という形でメールをお送りすることを想定しております。 

【会  長】木もと委員。 

【木もと委員】分かりました。これは、感染者に関してなのですけれども、完治をしたという

か、そういうふうになった場合には、この付与されたものを消去とか、そういうことになるの

かということ、そのあたりはどのようになっているのか教えてもらえると。 

【会  長】ご説明ください。 

【保健予防課長】感染者の方が療養を終えられた時点でＨＥＲ－ＳＹＳでの連携は不要になり

ますので、その時点で各医療機関等と訪問看護ステーションには、ＩＤについては消去をいた

だくようお願いしてまいります。 

【会  長】木もと委員。 

【木もと委員】分かりました。先ほどの、ちょっと戻りますけれども、医療機関からフォロー

アップ機関へというところは、区から、保健所から少し離れた、手の届かないところでの個人

情報の関連になりますので、その点はしっかり管理監督等々を保健所、区のほうでしっかり行

っていくべきと思いますので、その点をしっかりやっていただく必要があると思いますが、こ

のあたりはどのようにお考えか、最後に伺います。 

【会  長】ご説明ください。 

【保健予防課長】医療機関と訪問看護ステーションは、やはり常に密な連携、情報共有をして

いくという形になります。そういう意味でも、委員がおっしゃっていただきましたとおり、こ

ちらは医療機関から訪問看護ステーションにお伝えをするという形で、こちらのＩＤの付与の

管理につきましては、医療機関のほうにしっかりとその管理についてお伝えしてまいります。 

 医療機関と訪問看護ステーションの間の連携の重要さが、やはり双方の情報共有のポイント

になってございます。しっかりと管理をしてまいります。 

【会  長】よろしいですか。ほかに、ご質問等。あざみ委員。 

【あざみ委員】そもそも自宅療養者は、やむを得ず出てしまったケースが夏にあったというこ

とですけれども、そういう事態を、もし第６波以降起きた場合は、そのようなことがないよう

にということで、国も、もちろん区も対策をしていると思うのですね、医療機関の受入れの強

化ですとか。 

 その一方で、このように準備をしておくということは必要ではあると思うのですが、ここに

かかる負担というのでしょうか、事務的な意味での、その点が今でさえ大変な業務の中でやっ
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ていらっしゃる保健所ですとか、そちらの他の部のほうでの負担にはならないのかというのが

心配なところなのですけど、いかがでしょう。 

【会  長】ご説明ください。 

【保健予防課長】委員がおっしゃいますとおり、自宅療養者の方がなるべく少ないような形で、

まず入院の病床を確保するということと、宿泊療養施設での受入れを拡充していくこと、そう

いった国、東京都、そして区における調整がまず前提でございます。それでもなお自宅にとど

まっておられる、自宅で療養される方について、そういった状況が発生した場合の準備という

ことで、こういった準備を今、区も行っているところです。 

 事務的な負担としましては、もともとＨＥＲ－ＳＹＳのシステムが、特に発生届の項目につ

いては日常的に保健所の業務として定着をしてまいったところでございます。ですので、全く

別のシステムを使うよりは負担が軽い状況でございます。 

 これまで電話でのやり取りでございましたが、より円滑な連携をとる方法として、感染拡大

の状況に陥ったときに即時に対応できるように準備をしているところです。 

【会  長】あざみ委員。 

【あざみ委員】分かりました。それから、この資料３１－１のところで、⑨番の本人同意とい

うところですけれども、まさにご本人が感染者で、大変な状況になっている方に同意を得ると

いうのは、なかなか大変なのかなと。本人に同意を得るものなのか、本人に要するに個人情報

がこうなるということも含めて説明しなければならないということですよね、同意をとるとい

うことは。その点、現実的にというのでしょうか、やれるのか。本人がもし判断がつかなけれ

ば、どうするのかということまでお考えなのでしょうか。 

【会  長】ご説明ください。 

【保健予防課長】こちらに本人同意のプロセスを記載しておりますのは、うちの区の条例とし

まして、個人情報保護条例の解釈の中では、本人の同意がある場合に、こういう個人情報を外

部提供できると、本人の同意を原則としている区条例をもとにしております。 

 もし同意が得られない、あるいは、はっきりとそういった確認がとれない場合は、保健所の

職員が直接健康状態を確認していくことは十分できますので、そういったケースについては保

健所職員による健康フォローアップを丁寧に行っていきたいと思います。 

【会  長】質問ですけど、制度の是非とか、制度そのものについてはちょっと勘弁していた

だかないと、時間が迫っているし、ここは個人情報の審議会なので、個人情報と関連した質問

に変えてくれませんか。 
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【あざみ委員】今、制度のことではなくて個人情報を、この流れの中で本人同意というものは、

どういうふうにあるのかというのをお聞きしたかったので。 

【会  長】理屈はいいですから、あまり一線とか離れたら、もうご質問をお断りします。質

問を個人情報の質問に変えてください。 

【あざみ委員】質問は終わりましたので、本人同意の取り扱いをしっかりやっていただくこと

をお願いしたいということをお伝えします。 

【会  長】ほかに、ご質問かご意見はございますでしょうか。 

 ないようでしたら、本件も報告事項ですので、了承ということでよろしゅうございますか。 

 では、本件は了承ということで進みましょう。 

 それでは、次に資料３０「自宅療養者への訪問看護師による健康観察等業務の委託について」

であります。説明される方は資料を確認の上、説明をお願いします。 

【地域医療・歯科保健担当副参事】地域医療・歯科保健担当副参事の白井でございます。よろ

しくお願いいたします。 

それでは、資料の確認をさせていただきます。まず、資料３０、資料３０－１、参考３０－

１、参考３０－２になっております。 

続きまして、ご説明に入らせていただきます。資料３０を１枚おめくりください。 

事業名は「自宅療養者への訪問看護師による健康観察等業務委託」となります。 

目的でございますが、先ほど保健予防課長からもご説明ありましたように、新型コロナウイ

ルス感染症により自宅療養している者が安心して療養・入院待機できるよう、区内訪問看護ス

テーションへ日々の健康観察業務を委託するとともに、症状が悪化した場合等に、速やかに医

療につなぐ体制を構築することを目的として実施いたします。 

対象者につきましては、（１）の区内に所在する新型コロナウイルス感染者及び（２）のア

イウいずれかに該当する者ということで、アは、区保健所から依頼を受けた医師が診察した自

宅療養者のうち、医師が訪問看護師による健康観察を必要と判断した者、イ、区保健所が、訪

問看護師による健康観察を行うことが適当であると判断した者、ウ、その他、区が必要と判断

した者になります。 

事業内容でございます。新型コロナウイルス感染者について、区保健所からの依頼を受けた

医師が診察した自宅療養者のうち、その医師が必要と判断した者、または、区保健所が必要と

判断した者などに対して、区内訪問看護ステーションに在籍する訪問看護師による健康観察等

を委託して実施いたします。 
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委託の内容は、（１）として、自宅療養者の健康観察等、（２）として、健康観察記録の作

成・提出になります。 

それでは、個人情報の流れを資料３０－１でご説明してまいります。資料３０－１をご覧く

ださい。こちらにございます、上段の①からずっと回って⑦の往診、健康観察から⑦往診、電

話等までは、区保健所が自宅療養者の往診を医療機関に依頼し、往診をしていただくまでの流

れとなっておりまして、今回委託する事業の前段となります。 

この流れの中で③、区が自宅療養者に往診の案内をした後に、診療所、それから訪問看護ス

テーションへの個人情報提供の口頭同意をこの時点でとるようにいたします。 

⑦の先からをご覧いただければと思います。⑦、診療所が往診、電話等で診察をした後、訪

問看護ステーションに健康観察をしていただくことが必要と判断した場合、⑧訪問看護ステー

ションの個人情報提供の口頭同意を診療所が自宅療養者に対してとることになります。 

その後、自宅療養者情報等を入力して、紙文書を出力しながら、診療所から区に、この患者

さんについて訪問看護ステーションの健康観察が必要ということを報告してもらいます。それ

が⑩になります。 

⑪医療支援者情報の入力及び紙文書出力、この医療支援者情報につきましては参考３０－１

をご覧ください。こちらの書類になりますが、この一番下、依頼先（地区支部名）のところに

依頼する訪問看護ステーションの名称が入って、診療所とのやり取りをすることになります。 

また、依頼する訪問看護ステーションに対して⑫、下段の赤の枠になりますが、健康観察依

頼及び医療支援要請書の送付で、この要請書を送付してまいります。 

自宅療養者の情報につきましては、この時点で診療所と受託事業者がやり取りをすることに

なります。こちらが⑬です。 

 次に⑭自宅療養者の情報受理及び紙文書を出力して、自宅療養者に対して事業者が健康観察

を実施いたします。こちらが⑮になります。 

 その後、受託事業者は右下の⑯、健康観察記録の作成及び紙文書を出力します。こちらの書

式につきましては参考３０－２をご覧ください。こちらの項目を記載していただきます。 

 結果を⑰健康観察記録の提出で、区のほうにメールで提出していただくことになります。 

 また、区では健康観察記録の確認及び紙文書を出力し、保存をしていくことになります。 

 それぞれのセキュリティですけれども、左側、パソコンに入れている情報につきましては、

セキュリティワイヤー等の盗難防止等々の対応を行っております。また、メールでデータをや

り取りする際には、データの暗号化、パスワードの付与等を行ってまいります。また、メール
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を送る際に、必ず電話にて事前に連絡をしてまいります。さらに、紙文書につきましては、施

錠できるキャビネット等で保管等を行っていきます。 

 それでは、資料３０にお戻りください。資料３０の３ページをご覧ください。 

 委託先は新宿区内の訪問看護ステーション、３０か所になります。 

 委託に伴い事業者に処理させる情報項目、それから、処理させる情報項目の記録媒体につい

ては、先ほどの参考３０－１、３０－２にある項目になります。 

 委託理由は、区内の訪問看護ステーションは在宅医療についての知識を有しており、日頃か

ら多様な現場で活動していることから経験もあり、今回の事業に適切と判断しております。 

 委託の内容につきましては先ほどのご説明のとおりです。 

 委託の開始時期及び期限につきましては、夏の入院病床が逼迫した時期に開始させていただ

きましたので、令和３年８月２０日から令和４年３月３１日までとさせていただいております。

ご報告が遅くなって申し訳ございません。 

 また、委託にあたり区が行う情報保護対策、受託事業者に行わせる情報保護対策については

記載のとおりでございます。 

 以上でございます。 

【会  長】本件について、ご質問かご意見がありましたら、どうぞ。 

 ないようでしたら、これは業務委託で、報告ですので了承ということでよろしいですか。 

 では、本件は了承ということで、ご苦労さまです。 

【地域福祉課】ありがとうございます。 

【会  長】以上をもちまして、本日の諮問及び報告事項について審議を終わらせていただき

たいと思います。事務局から発言があればどうぞ。 

【区政情報課長】ありがとうございました。次回の審議会は、令和３年１２月１６日の木曜日、

午後２時から。場所は本日と同じ、この５階の大会議室でございます。 

 また、１２月の審議会では、コロナの対応に伴いまして、新たに区で始める事業が幾つかご

ざいまして、それを今、内部で検討しているところでございます。その件について１２月では

お諮りしたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

【会  長】時間がちょうど来ましたので、以上をもちまして第６回の審議会を閉会といたし

ます。長時間にわたり、ご協力ありがとうございました。次回もよろしくお願いいたします。 

午後４時０４分閉会 


